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一般報文 

コンクリート部材におけるせん断耐力評価式の信頼性

大島義信・林 克弘・高瀬 弘・石田雅博
 

1．はじめに1 

斜め引張破壊に対するせん断耐力が、はじめて

道路橋示方書（以下「道示」という。）に規定さ

れたのは、昭和39年制定の鉄筋コンクリート道

示からである。そこでは、古典的なトラス理論に

よるはりのせん断耐力（斜め引張破壊） が規定

されていた。コンクリート部材では、一般に部材

に生じる斜め方向の引張応力に抵抗するよう、せ

ん断補強鉄筋を配置する。古典的なトラス理論で

は、このせん断補強鉄筋（ ）のみが斜めひび割

れ発生後にせん断力に抵抗する（ = ）と仮定

している。 

その後、昭和53年制定の道示Ⅲコンクリート

橋編以降からは、修正トラス理論1)に基づくせん

断耐力が規定された。修正トラス理論によるせん

断耐力 ′ は、斜めひび割れが発生した後も、せ

ん断補強鉄筋（ ）だけでなく、コンクリート

（ ）もせん断力に抵抗する（ ′ = + ）こと

を仮定している。この考え方は、古典的なトラス

理論よりも合理的で実際に近いことから、平成

29年制定の道示Ⅲコンクリート橋・コンクリー

ト部材編においてもその考え方が踏襲されている。 

コンクリートが負担するせん断力 については、

トラス理論によるせん断耐力の補正項という位置

づけであり、その値はせん断補強鉄筋のないはり

部材に対する実験結果に基づき定められている。

この補正項について、平成24年制定の道示まで

上部構造と下部構造で異なった評価式が与えられ

ていたが、平成29年の改定において統一が図ら

れている。その結果、コンクリート部材のせん断

耐力に対して、部材の種類によらず信頼性の高い

評価が行えるようになっている。 

評価式の統一にあたり、土木研究所構造物メン

テナンス研究センターでは、これまで道示で規定

されていた評価式に対する考え方や適用範囲を整

理し、一般化された耐力式における補正項の適用

──────────────────────── 
Reliability of Shear Strength Estimation Equation for 
Concrete Members 

範囲や耐力のばらつきについて評価を行った2)。

本稿では、その概要について報告する。 

2．道路橋示方書におけるせん断耐力式 

平成24年制定の道示Ⅲコンクリート橋編に規

定されているコンクリートが負担するせん断力

は、基本的に桁部材を対象として、割増し係数 、

ウェブ幅 、有効高さ 、平均せん断応力度 を

用いて式(1)により与えられている。 =   ................................... 式(1) 

なお、式中の平均せん断応力度 は、軸方向鉄

筋量や桁高による寸法効果を考慮しないものと

なっているが、式(2)に示す割増し係数 によって、

軸方向圧縮力（プレストレス含む）の効果が考慮

されている。 = 1 + / ≤ 2 ................................ 式(2) 

ここで、 はデコンプレッションモーメント

（引張縁応力度がゼロとなる曲げモーメント）、

は照査断面における設計曲げモーメントであ

る。 

一方、平成24年制定の道示Ⅴ耐震設計編に規

定されているコンクリートが負担するせん断力

は、鉄筋コンクリート構造の鉛直部材を対象とし

て、寸法効果（部材高さ）および軸方向引張鉄筋

の影響を考慮した式(3)により与えられている。 =  .................................. 式(3) 

ここで、 ＝0.453 × 24/ / /1.3、 = . 、= 0.3/ 	 / 、 は作用の繰返しを考慮する

係数である。なお、式中の平均せん断応力度 は、

軸方向引張鉄筋比 = 0.3%、コンクリート設計

基準強度 = 24(N/mm2)、部材高さ = 1.0(m)と

して、その値を超下回る確率が2.3%となる値と

なっている2)。 

式 (3)は、寸法効果や軸方向引張鉄筋の影響を

考慮するものとなっているが、式 (1)のように軸

方向圧縮力の影響については考慮されていない。 
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3．一般化のための検討 

3.1 軸方向力の影響 

本研究では、寸法効果などを考慮できる式 (3)

を基本として、その式を棒部材全般に一般化する

ことを試みた。 

式 (3)では、軸方向力の影響を考慮していない

ため、適切にその効果を考慮する必要がある。軸

方向力の影響を考慮する方法には、式 (2)のよう

に直接的にせん断耐力を割増しする方法と、次式

のように補正項として加える方法がある。 = + ∙ / 	 .............. 式(4) 

ただし、 は照査断面における設計せん断力である。 

軸方向力等の影響については、桁高の変化など

によらないことが明らかとなっている。そのため、

本研究では軸方向力等の影響を独立して考慮でき

る式 (4)の方法にて、その影響を考慮することと

した。 

3.2 コンクリートが負担するせん断力の適用範囲 

3.2.1 前提条件 

はじめに、式 (4)の前提条件について整理を

行った。式 (4)による は、曲げせん断ひび割れ

を想定した耐力であるため、曲げせん断ひび割れ

の発生する範囲に照査断面があること、また、

ウェブせん断ひび割れが先行しないことが条件と

なる。ウェブせん断ひび割れと曲げせん断ひび割

れの概念図を図-1に示す。 

 
図-1 ウェブせん断ひび割れと曲げせん断ひび割れ

の概念図(はりの例：せん断スパン比3～4）  

まず、照査断面が曲げせん断区間内にあるため

には、曲げひび割れの発生が先行する必要がある

ため、少なくともプレストレス力による曲げひび

割れの抑制効果よりも、作用モーメントが大きく

なくてはならない。すなわち / ≤ 1.0である

ことが求められる。一方、ウェブに斜めひび割れ

が発生しないためには、ウェブ中心位置（矩形換

算した断面の中心）において生じる主引張力が引

張強度以下であることが求められる。すなわち、

せん断力が式 (5)を上回らないことが求められる。 

= ∙ + ∙  ....... 式(5) 

ここで、 をコンクリートの引張強度(N/mm2) 

を低減係数（プレストレス効果に対する係数）、

をウェブ中心位置における有効プレストレス

による軸方向圧縮応力度(N/mm2)である。 

3.2.2 パラメータの適用範囲 

式 (3)には、軸方向引張鉄筋比 をパラメータ

とした補正係数 = 0.3/ 	 が与えられている

が、 の効果はある程度で頭打ちとなる。その上

限値は設計実績等から3%とし、 が3%を超える

場合には3%での補正値を与えることとした。ま

た、 が0.1%以下の場合、効果の有効性が実験

的に確認されていないことから、 を0.1%とし

た場合の補正値を下限値とした。これより、

の適用範囲は、0.7 ≦ ≦ 2.2とした。 

また、式 (3)には、土木研究所における大型鉄

筋コンクリートはりのせん断載荷試験結果や過去

の実験結果等を参考に、寸法効果を考慮する係数

が与えられている。その適用範囲は、設計実績

等から、 0.5 ≤ ≤ 1.4（ を部材有効高として0.3m ≤ ≤ 10 、0.3m未満は0.3mの値、10mを

超える場合は10mの値を用いる）とした。 

3.3 せん断補強鉄筋が負担するせん断力の適用範囲  

ACI3182)から、以下の事項が修正トラス理論

の前提とされている。 

①せん断補強鉄筋が降伏した後、はりの破壊が起

こるようウェブ圧壊（トラスのコンクリート圧

縮斜材の圧壊）が生じない。 

②斜めひびわれ発生後、はり内力の再分配を可能

とするために、せん断補強鉄筋の鉄筋量を

0.2%以上とする。 

③せん断補強鉄筋が降伏点に達した後に、はりと

しての破壊が起こることが確認されている降伏

強度の範囲で適用する。 

①の検討にあたっては、コンクリート圧縮斜材

の角度が重要となる。トラス理論では、コンク
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リート圧縮斜材の角度によって、せん断補強鉄筋

が負担するせん断力が異なるためである。 

上載荷重を受ける弾性はりの中立軸位置におけ

る主応力の角度は45°であり、ひび割れの角度

もほぼこの方向と一致する。トラス理論では、ひ

び割れの始点と終点を圧縮域とした直線を仮定す

るが、実際には折れ線となるひび割れを直線でモ

デル化しても安全側となることが知られている3)。

よって、一般化にあたっては、トラス理論の圧縮

斜材の角度の最大値を45°と仮定した。 

②については、せん断補強鉄筋が多すぎると、

せん断補強鉄筋が降伏に至る前にウェブ圧壊が生

じることになるため、せん断補強鉄筋量に上限値

が設けられている。せん断補強鉄筋が降伏すると

きのせん断力をせん断耐力と考えた場合、せん断

補強鉄筋が降伏すると同時に、ウェブ圧壊に達す

るときのせん断補強鉄筋量が、有効なせん断補強

鉄筋量としての上限値となる。ウェブ圧壊のせん

断耐力から、斜め引張破壊におけるコンクリート

負担分を差し引くことで得られる、最大せん断補

強鉄筋量は図-2のとおりとなる。図より、有効な

せん断補強鉄筋量は最大でも2％程度以下である

ことがわかる。 

③の条件については、これまでの実績を踏まえ、

せ ん 断 補 強 鉄 筋 に 対 す る 応 力 度 の 上 限 値 を

345MPaとした。 

 

 
 
図-2 ウェブ圧壊耐力から算出されるせん断補強鉄筋量  

4．推定式の確からしさの評価 

4.1 一般化した斜め引張破壊に対するせん断耐力 

修正トラス理論による斜め引張破壊に対するせ

ん断耐力 は、せん断補強鉄筋が負担するせん断

力を として、 

= +  ....................................... 式(6) 

とあらわすことができる。本研究では、この式に

おける 	 について、一般化された式 (4)を用いる

こととした。以下では、式 (6)で表されるせん断

耐力について、既往のせん断載荷実験結果4)との

比較を行い、推定式の平均値及び偏差について評

価した結果を示す。なお、式 (4)におけるコンク

リートが負担する平均せん断応力度は、前述のと

おり下限値相当の値（2.3%の確率で下回らない

値）であることから、式 (6)で表されるせん断耐

力も下限値に近い値を示すことになる。そこで、

式 (6)のバイアス（平均値からの偏り。偏りがな

い場合、データの平均値と推定式の値が一致する）

を評価したうえで、そのバイアスを補正する係数

を用いて式 (6)を平均式に補正することを行った。

その後、平均式に補正された式 (6)を用いて、軸

方向力の影響がある場合など、様々なケースにお

ける推定精度（平均値、偏差）について評価を

行った。 

4.2 推定式の確からしさの結果 

はじめに、軸方向力等の影響がなく、せん断補

強鉄筋を有する場合のはりのせん断耐力の実験値

（219体）に対して、式 (6)との比較を行った。供

試体の条件等は文献2)を参照のこと。その結果

（実験値と計算値との比）を図-3に示す。 

 図より、バイアス1.299、標準偏差0.270、変動

係数0.208であることがわかる。これより、式(6)

を平均式へ変換する補正係数を1.3と定めて、改

めてせん断補強鉄筋の有無やプレストレスの有無

に対して精度の確認を行った。その結果を表-1に

示す。なお、この表における各ケースのバイアス 

 

図-3 式(6)を用いた場合の + のばらつき  
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は、平均式で評価した場合の偏りを示している。

これより、1.3で補正して平均式とした式(6)によ

る評価では、すべての場合で安全側に評価できる

こと、および実験値と計算値との比については、

5％フラクタイル値（その値を下回る確率が5％

である値）が少なくとも0.65~0.85程度となるこ

とがわかった。なお、表中にあるPC鋼材曲げ上

げ有のデータについては、データ数が9体と少な

いこと、また全てのデータが上側に偏っているこ

となどから、ここでは参考値としている。 

 

表-1 式(6)の確からしさ（実験値 /計算値）  

条件  
バイ  
アス  

変動  
係数  

5％フラク

タイル  
母数

Ｒ

Ｃ

構

造  

せん断補強

鉄筋無  
1.053 0.132 0.825 60

せん断補強

鉄筋有  
0.999*1 0.208 0.658 219

Ｐ

Ｃ

構

造  

せん断補強

鉄筋有  
1.157 0.192 0.793 17

せん断補強

鉄筋無  
1.413 0.259 0.813 43

PC鋼材  
曲げ上げ有  

1.110*2 0.263*2 0.631*2 9

 *1：0.999=1.299/1.3、*2：参考値  

5．まとめ 

本研究による結論を以下に示す。 

1) 斜め引張破壊に対するせん断耐力で考慮され

るコンクリートが負担するせん断力について、

寸法効果や軸方向鉄筋比による効果を考慮した

推定式を基本として、プレストレスなどの軸方

向力の効果を適切に補正した部材の種類によら

ない評価式を提案した。 

 

 

2) 一般化したせん断耐力式に対し、トラス理論

の成立要件、コンクリートが負担するせん断力

の範囲、せん断補強鉄筋が負担するせん断力の

範囲を明らかにした。 

3) 一般化した推定式の推定精度（平均値、偏差

等）について、軸方向力の影響がなく、せん断

補強鉄筋を入れた場合のはりに対する実験値と

の比較を行った結果、実験値／計算値は変動係

数として20%程度、バイアスが1.3程度となった。 

4) 補正係数1.3により推定式を平均式に変換した

のち、様々な場合の推定精度を検証した結果、

実験値 /計算値の5％フラクタイル値は最低でも

0.65～0.85程度となることが明らかとなった。 

平成29年の道示改定にあたっては、以上の研

究成果を踏まえた検討が行われ、せん断耐力に関

する部分係数などが規定されている。今後は、既

設構造物の耐荷力評価も視野に入れ、耐荷力評価

に関する基礎研究を継続していく予定である。 
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